
移住支援事業・マッチング支援事業にかかる法人登録申請
https://ffafff12.form.kintoneapp.com/public/9a91dcc3c
faabd0573fac996c83c734457117cfa0bd2df410ecb44382
14e6305              ★スマホからも OK! 

＜登録方法などに関するお問い合わせ＞ 
パーソルプロセス＆テクノロジー株式会社 マッチングサイト運営事務局 

※兵庫県からの委託を受けた事業者（受託者） 
  

＜事業に関するお問い合わせ＞
兵庫県産業労働部労政福祉課 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

兵庫県マスコット  はばタン 【兵庫県】「ひょうごで働こう！マッチングサイト」
法人登録・求人登録のご案内 

昨今、インターネットを通じて就職・転職活動をされる方が多くなっています。 
そこで兵庫県では、県内外から兵庫県でのしごとをお探しの方に直接求人情報をお届けする

ため、「ひょうごで働こう！マッチングサイト」（https://www.letswork-hyogo.jp/）を運営
しています。ぜひご活用ください！ 

① 法人登録をする 
下記 URL から、法人登録を行ってください。（要件等の詳細は、裏面をご確認ください。） 

 
 
 

 
 
県及び受託者による審査の結果、承認されると受託者からメールにて申請書様式を送付い

たしますので、申請書を兵庫県労政福祉課（rouseifukushika@pref.hyogo.lg.jp）あてメー
ルにてご提出ください。 

② 原稿確認 
ひょうごで働こう！マッチングサイト運営事務局で作成した求人原稿の確認をお願いし

ます。 
※「ふるさと人材相談室提出求人」、「ハローワーク提出求人」をもとに作成します。 

③ 以上です！ 
ぜひ積極的にマッチングサイトをご活用ください！ 

 

すべて無料でご利用 
いただけます！ 

兵庫県内企業・法人の皆さま 
兵庫県が運営するマッチングサイトで、 

求人募集しませんか？ 



事業全体のご案内及び対象となる企業顕彰制度等については兵庫県ホームページをご覧ください。 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr05/hyogo-matching/overview.html 
検索 兵庫県 マッチング支援 

申請いただくには、下記の要件を満たしている必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 移住支援金対象法人（◆）  

上記の全ての事項に該当し、かつ次に掲げる事項の全てに該当すること。 
（ア）兵庫県又は県内市町の企業顕彰制度のいずれかの認定を受けている事業者

又は「事業継続力強化計画」等の認定を受けた事業者 
（イ）資本金 10 億円以上の営利を目的とする私企業（資本金概ね 50 億円未満の法人で 

あって、地域経済構造の特殊性等から資本金要件のみの判断では合理性を欠くなど、個別に判断するこ 
とが必要な場合であって、当該企業の所在する市町長の推薦に基づき知事が必要と認める法人を除く。） 

ではないこと。 
（ウ）みなし大企業でないこと。（ただし、上記（イ）の法人がいわゆる親会社である場合は 

みなし大企業としない） 

 

（◆）移住支援金…「ひょうごで働こう！マッチングサイト」とあわせて、兵庫県及び県内
市町が実施する求職者の方への助成金制度で、東京圏からの移住を伴う
就業の場合、移住者の方に移住支援金が支給されます。 
「移住支援金対象法人（求人）」としてマッチングサイトに掲載される
ことで、東京圏の求職者への求心力が高まります。 
また、該当の移住者を雇い入れた事業主に対する助成（厚生労働省 
「早期再就職支援等助成金（UIJ ターンコース）」）もあります。 

 

 マッチングサイト掲載法人  
○ 兵庫県での就職を希望する若者を積極的に採用する法人であること。 
○ 本店所在地が東京圏のうち条件不利地域以外の地域にある法人（勤務地限定型社員（東京圏以外 
の地域又は東京圏内の条件不利地域を勤務地とする場合に限る。）を採用する法人を除く。）ではないこと。 
○ 雇用保険の適用事業主又は適用予定事業主であること。 
○ 労働関係法令違反や事業主都合による解雇や退職勧奨・新規学卒者の採用内定取り消し
を行っていない法人であること。 
○ 官公庁等（第三セクターのうち、出資金が 10 億円未満の法人又は地方公共団体から補助を受けている法人を除
く。）ではないこと。 
○ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に定める風俗営業者でないこと。 
○ 暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する法人でないこと。 
○ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人でないこと。 

※ 大企業含む。 
※ 社会福祉法人、医療法人、NPO 法人、農業法人、学校法人等含む。 


